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総括研究報告書

独居認知症高齢者等が安全・安心な暮らしを送れる環境づくりのための研究

研究代表者 粟田主一 東京都健康長寿医療センター研究所副所長

研究要旨

研究目的：本研究の目的は、独居認知症高齢者等が安全・安心な暮らしを送れる環境

づくりに資するエビデンスを蓄積し、これに基づいて、「独居認知症高齢者等が安

全・安心な暮らしを送れる環境づくりための手引き」を作成することにある。研究方

法：ガイドライン作成委員会を設置して 55 項目の CQ について系統的文献レビューを

行うとともに，研究班のこれまでの研究成果を総括し，エビデンスブックを作成した

上で．実用的な手引書を作成した． 研究結果：1)認知症高齢者は非認知症高齢者より

も要介護度が重度化しやすいが，独居認知症高齢者は非独居認知症高齢者よりも要介

護度が重度化しやすいとは言えない。一方，認知症高齢者は非認知症高齢者よりも在

宅継続率は低く，独居であるとさらに継続率は低くなる．2)独居の認知機能低下高齢

者は、同居者がおり認知機能低下がない高齢者に比べ、死亡、転出、要介護認定の出

現率が高い．3)独居認知症高齢者の在宅での生活継続が困難になる背景には，認知機能

障害を含む機能低下によって生じる社会関係／生命安全確保／健康管理／日常生活／

お金／インフォーマル・ケア／本人の支援受け入れ／尊厳の維持の困難がある．4)独

居認知症高齢者では孤独の頻度が高く、アンメットニーズの状況になりやすい。コー

ディネーションとネットワーキングが併走する地域システムが不可欠である．5)一

方，本人が診断を認めない場合でも，認知機能や身体機能の衰え，それによる失敗を

自覚しており，自分なりにさまざまな対策を講じている場合もある．6)身寄りのない

独居認知症高齢者では、本人をよく知る身近な意思決定支援チームを新たにつくる必

要がある。別居家族がいる場合には、本人の意思と家族の意向について整理する必要

がある。7)独居認知症高齢者と家族介護者（別居家族）は特有の課題に直面してい

る。別居家族介護者のための支援策が求められている。8)マンションの管理組合は認

知症の人や障害者への対応方法を情報収集してノウハウを習得すること，居住者名簿

の緊急連絡先や要援護者名簿等を完備・更新すること，管理組合と自治体・地域包括

支援センター等は相互理解を深めるために平時から交流をしておくことが望まれる．

9)認知症による行方不明に関する系統的な研究はほとんど行われていない．独居に限

定すると研究はさらに少ない．市町村の行方不明対策は独居のみに焦点を当てたもの

ではないため，独居に特化した対策を講じられていない．しかし，警察からの「情報

提供書」によって実態把握に努めている自治体もある．結論：「独居認知症高齢者等

が安全・安心な暮らしを送れる環境づくりに関するエビデンスブック」と「独居認知

症高齢者等が安全・安心な暮らしを送れる環境づくりための手引き」を作成した．今

後の認知症施策の立案に役立てられることが期待される．
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A． 研究目的

本研究の目的は、1.文献調査、2.既存統計

資料等を活用した実態調査、3.疫学調査、4.

事例調査、5.地域生活支援等の取組みに関す

る調査、6.アクション・リサーチを行うこと

によって，独居認知症高齢者等（認知症者の

みで構成される単独世帯や夫婦のみ世帯高齢

者）が安全・安心な暮らしを送れる環境づく

りに資するエビデンスを収集したナレッジベ

ースを構築し、これに基づいて、「独居認知

症高齢者等が安全・安心な暮らしを送れる環

境づくりための自治体向け・住民向けガイド

ライン」を作成することにある。最終年度で

ある本年は，これまでの研究を総括して，

「独居認知症高齢者等が安全・安心な暮らし

を送れる環境づくりのための手引き」を作成

した．

B． 方法

1. 独居認知症高齢者等が安全・安心な暮ら

しを送れる環境づくりのための手引きの作成

1) 系統的文献レビューとエビデンスブックの

作成：ガイドライン作成委員会を設置し、55

項目の CQ を設定してスコーピング・レビュー

を行い、それらを要約して CQの回答文と解説

文を作成した。CQ に対する回答集は「エビデ

ンスブック」と命名した．2) 手引きの作成：

エビデンスブック作成の下で構築されたナレ

ッジベースを基礎にして，自治体関係者や専

門職の￥日々の業務に役立てることができる

ように配慮した実用的な手引書を作成した．

2 . 介護度の重度化要因に関する文献レビュ

ー：認知症高齢者は非認知症高齢者よりも要

介護度が重度化しやすいのか？

認知症の有無が要介護度の重度化要因であ

るかを明らかにするために，系統的文献レビ

ューを行った．

3. 在宅療養を困難化させる要因に関する文

献レビュー：認知症高齢者は非認知症高齢者

よりも在宅継続率が低いのか？

認知症の有無が、在宅療養を困難化させる

要因であるか否かを明らかにするために、系

統的文献レビューを行った．

4. 要介護度の重度化要因に関する文献レビ

ュー：独居認知症高齢者は非独居認知症高齢者

よりも要介護度が重度化しやすいのか？

独居であることが、認知症高齢者における要

介護度の重度化要因であるか否かを明らかに

するために、系統的文献レビューを行った．

5. 在宅療養を困難化させる要因に関する文

献レビュー：独居認知症高齢者は非独居認知症

高齢者よりも在宅継続率が低いのか？

独居であることが、認知症高齢者の在宅療養

を困難化させる要因であるか否かを明らかに

するために、系統的文献レビューを行った．

6. 独居認知症高齢者の家族の支援ニーズに

関する文献レビュー

独居認知症高齢者の家族が高齢者の生活お

よび介護を支える上での課題と支援ニーズを

明らかにするために、系統的文献レビューを行

った．

7. 独居認知症等高齢者の意思決定支援にか

かわる課題に関する文献レビュー

独居認知症等高齢者の意思決定に係る課題

を明らかにするために系統的文献レビューを

行った．

8. 認知症とともに一人で暮らす高齢者本人

の経験と在宅での生活継続が困難になる要因

に関する文献調査

1) 独居の認知症高齢者の非独居の認知症高

齢者と比べた特徴は何か，2) 独居認知症高齢

者は診断や認知機能の低下をどのように経験

しているか，3) 独居認知症高齢者は日常の諸

問題にどのように対処しているのか，4) 独居

認知症高齢者の在宅生活中断要因は何か と
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いう 4 つの問いを立て，系統的文献レビュー

を行った．

9. 新コホートを対象とした疫学調査（板橋

区高島平地区）

東京都板橋区高島平地区で 2019 年度に実施

した郵送自記式アンケート調査のデータ，自治

体より提供を受けた死亡，転出，要介護認定な

どの転帰情報を用いて、独居でかつ認知機能低

下が認められる高齢者が、非独居または認知機

能低下のない高齢者と比較して、その後の死亡，

継続居住，要介護認定について異なる特徴があ

るのかを明らかにすることを目的に，縦断的な

分析を行った．

10. 認知症と共に生きる人が永続的に地域で

の生活を続けるために：高島平スタディ

2016年の高島平スタディで見出された198名の

認知機能低下のある高齢者を対象に，5 年にわっ

たって専門家が電話による調査を定期的に行った。

また，臨床家・支援者として密接に地域に関わり、

地域拠点でのネットワーキングやコーディネーシ

ョンを行ってきたため、何か事態が起きたときに

は研究者にも情報が入る体制になっている。対象

者の5年後の転帰を明らかにし、ベースラインの

情報を用いて死亡、入所、追跡不能という3つの

事象の関連要因を調べた。

11. マンションにおける独居認知症高齢者等

の生活支援の取組みに関する研究

分譲マンション等に居住する認知症高齢者

等の生活課題に関連する 54 事例を，①区分所

有者その他の居住者からの視角、②管理組合か

らの視角、③管理会社等からの視角、④医療・

福祉・介護の行政・司法等の視角、⑤近隣住民、

自治会・町内会その他の公共団体、民間事業者

等からの視角から分析した。この方法により生

活課題の解決方法及び生活支援を明らかにし

た。また，上記の 5 つの視覚からの分析で得ら

れた重要事項を高齢者・障害者対応マニュアル

の指針の中に取り入れた。

12. 独居認知症高齢者等の行方不明対策に関

する研究

2020 年 9 月に全市町村 1,741 ヶ所の高齢者

福祉主管課を対象として実施した「独居認知症

高齢者の行方不明に対する市町村の取り組み

に関する研究」において，ヒアリング調査に協

力できると回答した 140 市町村の中から 15 市

町村を対象に，遠隔ビデオ会議システム（ZOOM）

あるいは電話を使用して 30 分～1 時間程度の

ヒアリング調査を実施した．

C. 研究結果

1. 独居認知症高齢者等が安全・安心な暮ら

しを送れる環境づくりのための手引きの作成

「エビデンスブック」と「手引き」は別添資

料を参照．

2. 要介護度の重度化要因に関する文献レビ

ュー：認知症高齢者は非認知症高齢者よりも

要介護度が重度化しやすいのか？

5 件の論文を精査した結果、①要介護度の

重度化とその要因に関する先行研究をみる限

り、認知症の有無が要介護度の重度化に影響

するとする論文と、有意ではないとする論文

の両方が存在した。②軽度者を対象とした多

くの論文では、起居動作や移動能力の低下、

外出頻度の低下、買い物の実行状況などが重

度化に影響していると指摘していた。

3. 在宅療養を困難化させる要因に関する文

献レビュー：認知症高齢者は非認知症高齢者

よりも在宅継続率が低いのか？

海外及び分担研究者が行ったコホート研究

から、①認知症高齢者は非認知症高齢者より

も在宅継続率が有意に低いこと（特に、要介

護 2～3 において）②認知症は、在宅生活継続

の阻害要因（施設移行の促進要因）であるこ

とが確認できた．

4. 要介護度の重度化要因に関する文献レビ

ュー：独居認知症高齢者は非独居認知症高齢者
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よりも要介護度が重度化しやすいのか？

①キーワード「独居」「認知症高齢者」「重度

化／悪化」で and 検索した場合、抽出された論

文はわずか 6 件のみであった、②この 6 件のう

ち、重度化要因を分析した関連論文は、分担研

究者らが行った 1 件のみであった。該当した分

担研究者らの研究では、認知症群と非認知症群

では要介護度の重度化に関連がみられたが、認

知症高齢者の中の独居群と非独居群間では有

意差はみられなかった。

5. 在宅療養を困難化させる要因に関する文

献レビュー：独居認知症高齢者は非独居認知症

高齢者よりも在宅継続率が低いのか？

分担研究者らが行ったコホート研究から、①

独居認知症高齢者は非独居認知症高齢者より

も在宅継続率が有意に低いこと，②女性は全て

の要介護度で、独居群の在宅継続率が低いこと

が確認できた．

6. 独居認知症高齢者の家族の支援ニーズに

関する文献レビュー

1) 家族が直面する課題

以下のような課題が指摘されている．①高齢

者本人の安全や状況の確認を頻繁に行えない、

②体調が悪いなどの緊急時の対応が遅れてし

まう,③本人がサービス利用を拒否し，火の不

始末や経済被害などの安全確保ができない，⑤

別居介護にかかる経済的負担、⑥別居介護の継

続による精神的健康の悪化、⑦家族自身の加齢

等の理由による時間的・体力的な負担、⑧高齢

者の意向と自身の意向とのすり合わせの難し

さなど．支援体制に関する課題として、⑨同居

が前提となっているなどの理由で別居介護に

対する理解が得られない、⑩別居介護に関する

支援情報の不足，⑪高齢者と介護者の居住地域

が異なることによって、高齢者の居住地域で提

供される家族向けの支援対象から外れる、⑫支

援者と家族との間で高齢者本人についての知

識の競合が生じるなど。

2)家族を支援する対策

別居の家族が提供する手段的介護に代わっ

て提供される支援として，①高齢者本人の生活

支援、②介護サービスの利用、③高齢者本人の

日常的な話し相手の確保等の支援がある。高齢

者の見守りを目的としたモニタリングデバイ

ス があるが，導入に際しては、認知症高齢者

の Autonomy(自律)や Freedom(自主性)の欠如

といった側面の倫理的課題もある。介護スタッ

フやケアマネジャーといった支援者が高齢者

と介護者の間に入り関係をつくることを目的

とした支援も報告されている．これは，家族に

対して、介護スタッフ等の支援者が、「別居介

護者自身の生活が維持可能な支援体制の構築」

や「支援者全員の支援の方向性のすり合わせ

（担当者会議の開催）」「主介護者以外の家族に

よるサポートを得る」等を行い、支援の仲介役

となることで支援体制全体を調整・構築するこ

とにより、独居の高齢者と家族を支えるもので

ある。

7. 独居認知症等高齢者の意思決定支援にか

かわる課題に関する文献レビュー

1) 意思決定支援においては、まず、誰が、

どのような選択肢を、どのように提示するこ

とが、真に本人の自己決定権を尊重した支援

になるのかという課題があった。2)次に、独

居認知症高齢者の意思決定支援に係る課題は

以下の２つに分類された。①身寄りのない独

居認知症高齢者では、本人をよく知る身近な

意思決定支援チームを新たにつくることに関

わる課題が生じる。②別居家族がいる独居認

知症高齢者では、本人と家族との関係に関わ

らず家族の意向が優先されることに関わる課

題が生じる。

8. 認知症とともに一人で暮らす高齢者本人

の経験と在宅での生活継続が困難になる要因

に関する文献調査

1) 独居認知症高齢者の特徴とニーズ
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軽度～中等度の認知症のある人について，

独居群と非独居群を比較すると，独居群は

「年齢が高い」「女性が多い」「認知能力と自

己申告による機能的能力が高い」「他の世帯と

の社会的接触が多い」傾向がある．症状，気

分， QOL，ウェルビーイングには差がない

が，より孤独，生活満足度が低い特徴があ

り，在宅ケアサービスや機器等を多く利用し

ている．それでも独居群は非独居群と比べて

満たされていないニーズが多く，家事，食料

の調達，セルフケアおよび偶発的な自傷行動

に対する相談や支援においては有意な差があ

る．独居群において満たされないニーズの上

位は，「日中活動」「友だち・仲間」「心理的苦

痛」「視る・聴く・コミュニケーション」「偶

発的な自傷行動」である．

2) 独居認知症高齢者の診断・日常生活の変化

をめぐる経験と対処

① 診断の受け止めと「不安定さ」

診断直後には，「侵襲的治療が必要ない病気

だとわかったこと」「もの忘れの理由がわかっ

たこと」「疾患についての知識を得て支援を受

けられること」に安堵したが，「診断のための

検査や診断後の情報提供が不十分だったこ

と」「診断によって運転ができなくなり，すぐ

に生活に影響したこと」などに苦悩した．将

来に向けたさまざまな決断を一人でしなけれ

ばならないことも多いが，診断をどう受け止

めて対処すればよいかわからないという感覚

も強く，とくにソーシャルネットワークが小

さい人で顕著だった．こうした不安定さ・不

確実さに着目したエスノグラフィック・イン

タビューからは，「認知機能障害の自覚」「認

知機能の障害によって引き起こされる困りご

と等のセルフマネジメント」「適切なサービス

の不足」という 3 つのテーマが見いだされ，

予測不可能な認知機能障害からくるプレッシ

ャー，自立していると感じたいが一人暮らし

に適したサービスがないことなどの「累積的

な効果」が不安定感をもたらす．

② 機能低下の認識と日常生活の困難への対処

日本の独居高齢者において，受け止め方は

さまざまだが，本人がもの忘れを自覚してお

り，迷子や騙されるなどの苦い経験，周囲の

危機意識につながる鍋を焦がす等の火の不始

末の経験等をしながらも，家族や友人に話し

て対策しながら自分らしくありたいという強

い意志によって一人暮らしが続けられている

ことがうかがわれた．カナダの認知症のある

独居女性の語りから，家族に迷惑をかけた

り，悪くなったり，疲れてしまったら施設入

所などが必要で，一人で過ごせる時間は限ら

れていると認識していることが浮かび上がっ

た．その時間を伸ばすものという理解から抗

認知症薬の服用を続けているという者もい

た ．オーストラリアの独居認知症高齢者また

は認知機能低下高齢者においても，認知症と

いう診断を受けたことを否定する人はあった

が，その場合でも，自分の記憶力や身体機能

の衰えを認め，そのために生じる一人暮らし

の継続のリスクに対して，工夫して対処して

いた．自立した生活をできる限り続ける目標

のために家事をこなす，日課を確実に遂行す

る，人との約束を果たすといったことを重視

するとともに，縮小傾向ではあっても家族や

友人との関係性を維持しようと，電話や手紙

等で交流を続ける，自分の記憶や今は亡き配

偶者との思い出に浸る，ペットと暮らすな

ど，さまざまなやり方でつながりを感じ続け

る努力が垣間見られた．

③ つながりの維持に向けた本人の努力

イングランド・スコットランド・スウェーデ

ンの独居認知症高齢者において，つながりを

保つための本人によるさまざまな手立てを発

見されている：交流は，親しい家族や病前か

ら特に仲のよい友人に限定され，近所の顔見
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知りとの交流はないか，あってもわずかのこ

とが多い．家族，とくに子どもとの関係が維

持されていることが，広く友人・知人との関

係を深めることにも寄与しており，子どもが

いない場合には，1～2 人のキーパーソンとの

関係がそれに代わることもある．おしゃべり

ができ，気にかけてくれる人がいることが重

要で，定期的に近所の公園やカフェなどに外

出して話し相手を探す人，人との交流ができ

る活動や場を積極的に探す人もいた．また，

地域の当事者が集まる場を利用して，当事者

や支援者と親しくなり，そこでの支援者が困

りごとの相談相手になることもあった．

3) 独居認知症高齢者の在宅での生活継続が困

難になる要因

在宅での生活を中断する要因は，地域居住

の認知症高齢者全体を対象とする研究では，

「ADL の低下」「認知機能の低下」等に加え

「独居であること」が挙げられ，独居高齢者

全体を対象とする研究では，「本人・家族の在

宅継続意思が低いこと」「要介護者が男性であ

ること」「持病の悪化や怪我による生活機能の

低下」のほか，「認知症による生活機能の低

下」等が挙げられており，「独居であること」

と「認知症であること」はそれ自体が在宅生

活中断の重要なリスク因子となっている．各

文献から要因にかかわる具体的事象を抽出・

分類した結果，以下の 8 つのテーマにまとめ

られた：①社会関係の困難（公衆の場での騒

動，近所トラブル・関係の希薄化等），②生命

安全確保の困難（火元不注意，SOS 発信でき

ない，外出時の帰宅困難等），③健康管理の困

難（既往症の健康管理，適切な飲食摂取，室

温・衣服調整等），④日常生活の困難（日常生

活動作／手段的日常生活動作の低下，意欲・

体力の低下等），⑤お金に関する困難（金銭管

理困難，介護保険の限度額超過と資金不足

等），⑥インフォーマル・ケアの困難（家族の

疲弊，支援者であった知人との疎遠 等）

⑦本人の支援受け入れの困難（介護保険サー

ビスの拒否，認知症の症状による支援者

とのすれ違い等），⑧尊厳の維持の困難（薄れ

ていく自分らしさ，不衛生・不健康な生活空

間等）．尚，地域においては「冬季の介護サー

ビス提供が十分に行えないこと」から施設入

所となるケースも確認されている．

9. 新コホートを対象とした疫学調査

1)「死亡」との関連

郵送票の返送があった 7,312 名中「死亡」は

203 名（2.8％）だった。「死亡」を目的変数、

性別、年齢、2019 年の要介護認定状況を調整変

数とした二項ロジスティック回帰分析の結果、

「同居者あり／認知機能低下なし」群に対し、

「同居者なし／認知機能低下なし」群のオッズ

比は 1.469（95％信頼区間 1.026-2.102）、「同居

者あり／認知機能低下あり」群のオッズ比

3.452（95％信頼区間 2.156-5.526）、「同居者な

し／認知機能低下あり」群のオッズ比 3.680

（95％信頼区間 2.029-6.673）であった。

2)「転出」との関連

7,312 名中「転出」は 153 名（2.1％）だった。

「転出」を目的変数、性別、年齢、2019 年の要

介護認定状況を調整変数とした二項ロジステ

ィック回帰分析の結果、「同居者あり／認知機

能低下なし」群に対し、「同居者なし／認知機

能低下なし」群のオッズ比は 2.079（95％信頼

区間 1.463-2.955）、「同居者なし／認知機能低下

あり」群のオッズ比は 4.934（95％信頼区間

2.178-11.175）、p<0.001 であった。

3) 要介護認定状況との関連（要支援 1 以上）

2019 年時点で要支援要介護認定を受けてい

なかった対象者 6,274 名のうち 2021 年に要支

援 1 以上の認定を受けていたのは 446 名（6.1％）

だった。「2021 年時の要介護認定（要支援 1 以

上）」を目的変数、性別、年齢、2019 年の要介

護認定状況を調整変数とした二項ロジスティ
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ック回帰分析の結果，「同居者あり／認知機能

低下なし」群に対し、「同居者なし／認知機能

低下あり」群のオッズ比は 5.772（95％信頼区

間 3.100-10.747）、「同居者あり／認知機能低下

あり」群のオッズ比は 6.598（95％信頼区間

4.442-9.799）であった。

4) 要介護認定状況との関連（要介護 1 以上）

2019 年時点で「要介護 1」以上の要介護認定

を受けていない対象者 6,798 名のうち，2021 年

に要介護1以上の認定を受けていたのは174名

（2.4％）だった．「2021 年時の要介護認定（要

介護 1 以上）」を目的変数、性別、年齢、2019

年の要介護認定状況を調整変数とした二項ロ

ジスティック回帰分析の結果、「同居者あり／

認知機能低下なし」群に対し、「同居者なし／

認知機能低下あり」群のオッズ比は 5.276（95％

信頼区間 3.362-8.277）、「同居者あり／認知機能

低下あり」群のオッズ比は 7.727（95％信頼区

間 5.460-10.936）、p<0.001 であった。

10. 認知症と共に生きる人が永続的に地域で

の生活を続けるために：高島平スタディ

対象者198名のうち155名の転帰は明らかであ

った。内訳は地域生活継続104名（67％）、死亡25

名（16％）、施設入所 23 名（15％）、入院中 3 名

（2％）であった。追跡不能であった43名の内訳

であるが、26名は訪問したらすでにおらず情報が

なかった。16名は当該地区外へ引っ越した。1名

は認知症が進み電話への対応に自信がないと言わ

れ参加取り下げとした。

追跡不能であったケースと、追跡できたケース

の比較では、有意な関連を示したのは、独居かど

うかのみであった。死亡の関連要因は、ステップ

ワイズ多変量ロジスティック回帰分析の最終モデ

ルでは、死亡の関連要因は共居、フレイル、生活

支援のアンメットニーズ、同権利擁護支援のアン

メットニーズであった。入所の関連要因は、介護

認定ありであった。

11. マンションにおける独居認知症高齢者等

の生活支援の取組みに関する研究

54 事例の分析及び文献調査に基づいて，「マ

ンションに暮らす独居認知症高齢者の生活課

題は何か」と「マンションにおける独居認知症

高齢者への支援策はあるか」に関する問題提起

への回答を行った。

1) マンションに暮らす独居認知症高齢者の生

活課題は何か

マンションにおける独居認知症高齢者等の

生活課題は、以下の 5 つに分類される。①居住

者名簿等に居住者の緊急連絡先を記載してい

ない、②住戸までたどりつけない、または、住

戸から外出できない、③共同生活する上での迷

惑行為 （騒音、火の不始末、ゴミ出しのルー

ルを守らない、所定の場所に駐輪・駐車しない、

ゴミ屋敷・異臭など）がある、④管理組合の業

務に支障を与える、⑤管理員自身に業務に支障

がある。

2) マンションにおける独居認知症高齢者への

支援策はあるか

事例ごとに特有の対応が必要な場合がある

が、各事例に共通するポイントは 以下の 6 つ

である。①居住者が認知症及び対応方法を正し

く理解すること、②居住者名簿の緊急連絡先、

要配慮者支援のための申告欄、要援護者名簿に

記載があり、更新されていること、③管理組合

は認知症の相談先として地域包括支援センタ

ー等があることを認識し、平時より交流するこ

と、④地域包括支援センターを含めた行政機関

は地域包括支援センター等の情報を管理組合

に提供し、平時より交流すること、⑤管理組合

の理事長は居住者の異変を認識した場合には

早期に緊急連絡先か地域包括支援センター等

に連絡すること、⑥マンションの居住者も他の

居住者の異変を認識した場合には早期に地域

包括支援センター等に連絡できるようにする

こと。
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12. 独居認知症高齢者等の行方不明対策に関

する研究

1)独居認知症高齢者の行方不明人数の把握方

法について

行方不明者数の把握は警察への行方不明者

届の人数が用いられることが多いが，世帯類型

に関するデータが無いため，独居の人数は不明

である．また，独居の場合，約 3 割は届を出し

ていないことも明らかとなっている（菊地ら，

2021）．市町村が独自に把握する例もあるが，

これらは家族親族，介護支援専門員，サービス

担当者などが気づいて報告をあげたものに限

られる．このような状況においては独居行方不

明者数を把握することは非常に難しい．

A 市では行方不明事案の解決後に警察が独

自に「情報提供書」を市に提供している．警察

では世帯類型も確認しているので，独居である

かどうかの確認もできる．しかも警察が把握し

た事例は全て情報提供されるので，情報提供書

を使用した行方不明者数の把握は，独居認知症

高齢者の行方不明者数の把握において有効で

あると考えられる．これに市町村が把握した情

報（警察が把握していない者）を加えれば，さ

らに行方不明人数の補足率は高まるだろう．な

お，情報提供書は県警が主導して行方不明対策

を構築する中で使用されるようになったもの

であり，都道府県警レベルでの取り組みがあれ

ば，全国的にも採用できる可能性がある．

2) 行方不明者届の提出について

独居で大きな問題となるのは行方不明にな

った時，誰が警察に行方不明者届を提出するの

か，ということである．先行研究から行方不明

から発見までの時間が長いことが，発見時の死

亡と関連していることが明らかとなっている

（Kikuchi, et.al. 2019）．届を出せる者につ

いては「行方不明者発見活動に関する規則」に

規定されている．その中に「福祉事務所の職員

その他の行方不明者の福祉に関する事務に従

事する者」があり，具体的には「福祉事務所の

職員，行政又は社会福祉法人が運営する各種の

福祉サービスに従事する者等であって，行方不

明者が確かに行方不明となっているかどうか

を的確に判断できるものをいう」とされている．

B 市では，直営及び委託型地域包括支援セン

ターの職員が届を提出できることが分かった．

独居で近隣に家族親族など届を出してくれる

人がいない場合であっても，地域包括支援セン

ターが行方不明者届を提出できることにより

警察が捜索活動を行うことができる．

なお，別の市町村で警察が行方不明者届の提

出無しに捜索活動を行う例も報告されたが，こ

れは届の提出に時間がかかると捜索活動をす

ぐに始めることができないため，先に捜索活動

を始めて，後で届を提出するものであった．こ

のような対応も早期の捜索活動開始に資する

だろう．

D. 考察

1. 独居認知症高齢者等が安全・安心な暮ら

しを送れる環境づくりのための手引きの作成

独居認知症高齢者の尊厳ある地域生活の継

続をアウトカムとする研究は，国内外を通じ

てほとんどない．このテーマにフォーカスを

あてた研究の蓄積が必要であり，それを踏ま

えた多様なステークホルダーを対象とするガ

イドラインを作成することが、今後の課題で

ある。

2. 要介護度の重度化要因に関する文献レビ

ュー：認知症高齢者は非認知症高齢者よりも

要介護度が重度化しやすいのか？

要支援～軽度要介護者において、認知症の

有無やその程度が、移動能力の低下、外出機

会の減少、買い物の実行レベルの低下などに

影響し、その結果、要介護度の重度化に結び

付いている可能性が示唆されたが、今後、更

なる検証が必要である。
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3. 在宅療養を困難化させる要因に関する文

献レビュー：認知症高齢者は非認知症高齢者

よりも在宅継続率が低いのか？

在宅療養を困難化させる要因には、認知症

以外の本人要因や家族・介護者要因、サービ

ス要因なども複雑に関係している。認知症施

策を推進する立場にある市区町村は、自地域

における要援護高齢者の療養場所の移行の実

態を把握するとともに、独自調査や専門職・

本人・家族へのヒアリング等を通じて要因を

分析し、在宅療養の継続性を高めるための効

果的な対策を検討し、関係者を巻き込んで対

策を実行し、その効果を確認するといったマ

ネジメントを適切に展開することが求められ

る。

4. 要介護度の重度化要因に関する文献レビ

ュー：独居認知症高齢者は非独居認知症高齢者

よりも要介護度が重度化しやすいのか？

採択された 1 論文の結果をみる限り、認知症

の有無などの他の要因に比べ、家族同居の有無

が要介護度の重度化に及ぼす影響は相対的に

低いと考えられた。認知機能障害が様々な生活

機能障害を引き起こし、その結果として要介護

度の重度化が起こるとした場合、生活障害や生

活行為の実行レベルに家族の有無や関与がど

のように関係しているのか、介護サービスは何

をどのように代替しているのかなど、総合的に

検証していく必要があると考える。

5. 在宅療養を困難化させる要因に関する文

献レビュー：独居認知症高齢者は非独居認知症

高齢者よりも在宅継続率が低いのか？

海外及び筆者が行った調査から、独居群で

女性の割合が高いことが確認できた。また、

コホート研究から、独居であることが、在宅

生活継続の阻害要因（施設移行の促進要因）

であることが確認できた。ただし、認知症高

齢者の在宅生活の継続性を困難化させる要

因には、本人要因や家族・介護者要因、サー

ビス要因（アクセスを含む）、リスク要因など

も複雑に関係している。家族がいる場合、本

人ができない部分を代替している、ないし何

らかの対応策を講じている可能性があり、そ

の結果、在宅生活が継続できている可能性が

ある。こうした分析も今後必要となろう。

いずれにしろ、認知症施策を推進する立場

にある市区町村は、自地域における認知症高

齢者の療養場所の移行の実態を把握すると

ともに、独自調査や専門職・本人・家族への

ヒアリング等を通じて要因を分析し、独居の

認知症高齢者の在宅療養の継続性を高める

ための効果的な対策を検討し、関係者を巻き

込んで対策を実行し、その効果を確認すると

いったマネジメントを適切に展開すること

が求められる。

6. 独居認知症高齢者の家族の支援ニーズに

関する文献レビュー

認知症の独居高齢者とその家族に対する支

援体制における課題として、そもそも別居介護

に対する理解がないこと、別居介護に関する支

援情報の不足があげられており、別居介護に対

する支援は同居介護の場合に比べて、極めて限

定的である。横断的な支援だけでなく、持続的

な関わりが必要であり、別居での介護が開始さ

れた後の支援だけでなく、別居という介護生活

を開始する前に、準備情報の提供などの支援等

も期待される。独居で認知症高齢者らの家族に

特化した研究は極めて少ない。今後、独居の認

知症高齢者らの家族の課題について、エビデン

スの高い研究の蓄積が必要である。

7. 独居認知症等高齢者の意思決定支援にか

かわる課題に関する文献レビュー

日本社会では、本人に意思決定能力がある

段階から、関わりの濃淡に関わらず家族が意

思決定を代行することが慣習として許容され

ている。自己決定がもつ本来の理念の実現を

目指す“意思決定支援”を考えるなら、本人

の意思と家族の意向について整理することが

まず取り組むべき課題であると考える。
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8. 認知症とともに一人で暮らす高齢者本人

の経験と在宅での生活継続が困難になる要因

に関する文献調査

独居認知症高齢者は孤独で生活満足度が低

い特徴があり，アンメットニーズが高い．診断

がついたことに一度は安堵するものの，診断後

の適切な支援の調整が不十分なこと等から，ど

う対処してよいかわからない感覚をもつ場合

がある．本人は診断を認めない場合にも，認知

機能や身体機能の衰え，それによる失敗を自覚

しており，自分なりにさまざまな対策を講じて

いる．独居であり認知症であることは，それ自

体が在宅生活中断の重要なリスク因子となっ

ており，独居認知症高齢者の在宅での生活継続

が困難になることには，認知機能障害を含む機

能低下によって生じる社会関係／生命安全確

保／健康管理／日常生活／お金／インフォー

マル・ケア／本人の支援受け入れ／尊厳の維持

の困難が関連することが示唆されている．独居

認知症高齢者の支援には，こうした困難の低減

に焦点をあてた対応の充実や地域システムの

検証とともに，事例検討等を通じて生活の継続

性を保てる住み替えのあり方の知見を蓄積す

ること，さらに本人が診断や日常生活の変化を

どのように体験・対処しているかに注目して，

その経験や知恵と工夫の分かち合いが図られ

るようにすることも，尊厳ある地域生活の継続

に寄与するものと期待される．

9. 新コホートを対象とした疫学調査

独居で認知機能低下が疑われる高齢者は、同

居者がおり認知機能低下がない高齢者に比べ、

死亡、転出、要介護認定の出現率が有意に高い

ことが示された。同居者がいる、または、認知

機能低下がない対象者との比較から、死亡に関

しては、認知機能低下と独居であることがとも

にリスク要因であることと考えられた。転出、

すなわち、同一地域での継続居住を困難にする

要因としては、独居であることがリスクになる

ことが示された。要介護認定については、認知

機能の低下が有意に関連しており、かつ独居の

場合、同居者がいるよりも、相対的に認定を受

けていないことが示された。

10. 認知症と共に生きる人が永続的に地域で

の生活を続けるために：高島平スタディ

今回の結果は、独居で認知機能低下のあるひと

は、地域での支援や介入からこぼれ落ちてしまう

可能性があることを示している。また、生活支援

や権利擁護の支援が命を守るためは必須である。

一方で認知症自体は死亡の関連要因ではなかった。

認知症共生社会の実現には、医学的な介入（診断

や投薬）のみならず、適切な医学知識に基づいた

社会的な介入や支援も同じく重要であることを示

唆する。地域のネットワークや、ケアのコーディ

ネーションが必要だ。

11. マンションにおける独居認知症高齢者等

の生活支援の取組みに関する研究

認知症の人や障害者への対応方法を情報収

集してノウハウを習得し、管理組合は総会で話

し合って対応方法の合意を得て、緊急連絡情報

の取扱いを明確にしておくことや、理事会がこ

の合意に基づいて担当者を決めておくことが

望ましい。このことは、「管理適正評価・認定

制度と高齢者・障害者対応マニュアルの指針」

における居住者名簿等の作成と更新や居住者

名簿等の細則案で敷衍した。また、「高齢者・

障害者対応マニュアルの指針－総論－」におけ

る高齢者と障害者への適切な対応と組織体制

で敷衍した。さらに、このことは、高齢者・障

害者対応マニュアルの指針の「マンションと管

理組合」における緊急連絡先の把握、名簿の作

成、早期発見・早期対応、認知症その他の障害

の疑いのある者か虐待を受けた者の発見と連

絡に反映させた。

以上のことを参考にして、『独居認知症高齢

者等が安全・安心な暮らしを送れる環境づくり

のための研究 エビデンスブック 2021』にお
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ける「マンションにおける独居認知症高齢者へ

の支援策はあるか」の前述した①から⑥に関連

して、事例に則した支援策を提言した。

12. 独居認知症高齢者等の行方不明対策に関

する研究

認知症による行方不明は，その最悪の結果が

死亡であるという重大性にも関わらず，国内外

を見ても系統的な研究は行われていない．独居

に限定すると研究はほとんどない．しかし市町

村では行方不明に対応するための取り組みが

行われている．

本研究は独居行方不明に固有の問題に焦点

を当てて具体的な解決策を示し，もって市町村

の独居認知症高齢者の行方不明対策を推進す

ることを目的としている．しかし，市町村の行

方不明対策は独居のみに焦点を当てたもので

はないため，独居に特化した対策を講じている

わけではなかった．しかし，ヒアリングの中で

独居行方不明への対応が課題として認識され

ていることが示され，独居行方不明への対応に

資する事例があった．

E. 結論

「独居認知症高齢者等が安全・安心な暮らし

を送れる環境づくりに関するエビデンスブッ

ク」と「独居認知症高齢者等が安全・安心な暮

らしを送れる環境づくりための手引き」を作成

した．今後の自治体の認知症施策の立案に役立

てられることが期待される．

尚，本年度の研究によって，以下のことも明

らかにされている．

1）認知症高齢者は非認知症高齢者よりも要

介護度が重度化しやすいが，独居認知症高

齢者は非独居認知症高齢者よりも要介護

度が重度化しやすいとは言えない。一方，

認知症高齢者は非認知症高齢者よりも在

宅継続率は低く，独居であるとさらに在宅

継続率は低くなる．

2）独居の認知機能低下高齢者は、同居者がお

り認知機能低下がない高齢者に比べ、死亡、

転出、要介護認定の出現率が高く，地域の

支援からもこぼれ落ちやすい．

3）独居認知症高齢者の在宅での生活継続が

困難になる背景には，認知機能障害を含む

機能低下によって生じる社会関係／生命

安全確保／健康管理／日常生活／お金／

インフォーマル・ケア／本人の支援受け入

れ／尊厳の維持の困難がある．

4）独居認知症高齢者では孤独の頻度が高く、

アンメットニーズの状況になりやすい。コ

ーディネーションとネットワーキングが

併走する地域システムが不可欠である．

5）一方，本人が診断を認めない場合でも，認

知機能や身体機能の衰え，それによる失敗

を自覚しており，自分なりにさまざまな対

策を講じている場合もある．

6）身寄りのない独居認知症高齢者では、本人

をよく知る身近な意思決定支援チームを

新たにつくる必要がある。別居家族がいる

場合には、本人の意思と家族の意向につい

て整理する必要がある。

7）独居認知症高齢者と家族介護者（別居家族）

は特有の課題に直面している。別居家族介

護者のための支援策が求められている。

8）マンションの管理組合は認知症の人や障

害者への対応方法を情報収集してノウハ

ウを習得すること，居住者名簿の緊急連絡

先や要援護者名簿等を完備・更新すること，

管理組合と自治体・地域包括支援センター

等は相互理解を深めるために平時から交

流をしておくことが望まれる．

9）認知症による行方不明は，その最悪の結

果が死亡であるという重大性にも関わら

ず，系統的な研究はほとんど行われてい

ない．独居に限定すると研究はさらに少

ない．市町村の行方不明対策は独居のみ

に焦点を当てたものではないため，独居

に特化した対策を講じられていない．し

かし，警察からの「情報提供書」によっ

て実態把握に努めている自治体もある．
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